
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．港湾行政の最近の動向について 

 

 

 





港港湾湾のの概概要要　　

　〇「みなと」の役割

　〇　港湾所在市区町村の特徴

　〇　港湾の種類と配置（港湾法）

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

港湾行政の最近の動向について

令和３年６月29日

国土交通省　港湾局　
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港湾所在市区町村の特徴（人口・資産が高度に集積）

3

【出典】工業統計表（地域別統計表）（値は2018暦年値）

（約332兆円）

港湾所在市区町村
約約4477％％  (約154兆円)

その他（内陸部も含む）
約53% (約177兆円)

【出典】全国都道府県市区町村別面積調（2021.1.1現在）

（約38万km2）

その他(内陸部も含む）
約68% (約26万km2)

港湾所在市区町村
約約3322％％  (約12万km2)

【出典】総務省自治行政住民制度課編

           「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（2020.1.1時点）　

（12,714万人）

港湾所在市区町村
約約4477％％  (5,962万人)

その他（内陸部も含む）
約53% (6,752万人)

東京港（東京都）

大阪港（大阪府）

呉港（広島県）

千葉港（千葉県）

全全国国のの面面積積にに占占めめるる港港湾湾所所在在市市区区町町村村のの割割合合

背背後後地地がが大大都都市市ややみみななととままちち

物物流流・・産産業業機機能能がが高高密密度度にに集集積積
全全国国のの製製造造品品出出荷荷額額等等にに占占めめるる港港湾湾所所在在市市区区町町村村のの割割合合

我我がが国国のの人人口口にに占占めめるる港港湾湾所所在在市市区区町町村村のの割割合合

日本の貿易量の

99.6％は

港を通じた海上輸送

【出典】
・総貿易量 ： 港湾統計（2019年）
・海上コンテナ・海上非コンテナ比率：港湾統計（2019年）
・航空・海上比率：貿易統計をもとに国土交通省港湾局作成（2019年）

総貿易量

約12億
トン

航航空空
0.4%

海海上上ココンンテテナナ
22.1%

海海上上（（非非ココンンテテナナ））
77.5%

3

ああしし（（物物流流））
我が国の経済活動、国民生活に必要な物資の輸送拠点

ああしし（（人人流流））

めめしし（（産産業業））：製造品出荷額 約147兆円（港湾所在市区町村の割合 約46%）

くくららしし（（生生活活））

いいののちち（（防防災災））：防護人口 約5,962万人（港湾所在市区町村の割合 約47%）

臨海部の特性を活かした企業活動の場

海と陸の結節点の特性を活かした親水空間、賑わい拠点

港湾の背後地を守る役割を担う
災害時における海上輸送ネットワークの拠点

国内フェリー・国際フェリー・港内アクセス等や
離島における安定した住民生活の確保

「みなと」の役割　～めし・あし・くらし・いのちを守る～

※港湾所在市区町村の整理は2019.1.1現在 2
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港湾施設の種類（港湾法第2条第5項より）
①　水域施設
②　外郭施設
③　係留施設
④　臨港交通施設
⑤　航行補助施設

⑥　荷さばき施設
⑦　旅客施設
⑧　保管施設
⑧の2　船舶役務用施設
⑧の3　港湾情報提供施設

⑨　港湾公害防止施設
⑨の2　廃棄物処理施設
⑨の3　港湾環境整備施設
⑩　港湾厚生施設
⑩の2　港湾管理施設

※固定施設のみ

海岸保全施設の種類
（海岸法第2条第1項より）

①堤防
②突堤
③護岸

④胸壁
⑤離岸堤
⑥砂浜

①水域施設
（泊地）

②外郭施設
（防波堤） ③係留施設

（岸壁）

⑤航行補助施設
（信号施設）

⑥荷さばき施設
（軌道走行式荷役施設）

⑥荷さばき施設
（荷さばき地）

⑦旅客施設
（旅客乗降用固定施設）

⑧保管施設
（野積場）

⑨の3港湾環境整備施設
（緑地、広場）

⑩港湾厚生施設
（港湾労働者等の休息所）

③係留施設
（係船浮標）

②突堤

④胸壁

⑤離岸堤

⑥砂浜

②外郭施設
（防砂堤）

⑤航行補助施設
（航路標識）

①水域施設
（航路）

①水域施設
（泊地）

②外郭施設
（導流堤）

⑦旅客施設
（待合所）

④臨港交通施設
（鉄道）

⑧の2船舶役務用施設
（船舶修理施設
陸上保管施設）

⑥荷さばき施設
（固定式荷役施設）

⑧保管施設
（倉庫）

⑧の３　港湾情報提供施設

臨港地区

港湾区域

⑨の2廃棄物処理施設
（廃棄物埋立護岸）

⑧保管施設
（貯油施設、危険物置場）

④臨港交通施設
（橋梁）

④臨港交通施設
（道路）

⑨港湾公害防止施設
（公害防止用緩衝地帯）

F

③係留施設
（浮桟橋）

②外郭施設
（護岸）

③護岸

⑧の2船舶役務用施設
（給水施設、給油施設）

⑧保管施設
（貯炭場） ⑧保管施設

（貯木場）

①堤防

海岸保全区域

③係留施設
（桟橋）

⑩の2港湾管理施設
（港湾管理事務所）

港湾施設と海岸保全施設

5

奄美・沖縄諸島

国際戦略港湾（ 5港）

国際拠点港湾（18港）

　　 重要港湾　  （102港）

稚稚内内

神神
戸戸

尼尼
崎崎
西西
宮宮
芦芦
屋屋

大大阪阪

堺堺泉泉北北
阪阪南南

日日高高
橘橘

徳徳
島島
小小
松松
島島

尾尾鷲鷲
高高
松松

坂坂
出出

高高
知知

津津松松阪阪

名名古古屋屋四四
日日
市市

衣衣浦浦

三三河河

新新
居居
浜浜

須須
崎崎

東東
予予

今今
治治

松松
山山

宿宿
毛毛
湾湾

宇宇
和和
島島 三三

島島
川川
之之
江江

東東
播播
磨磨

姫姫
路路

御御
前前
崎崎

和和歌歌山山下下津津

岡岡
山山

宇宇
野野

水水
島島

福福
山山

尾尾
道道
糸糸
崎崎

呉呉

広広
島島

岩岩
国国

徳徳
山山
下下
松松

三三
田田
尻尻
中中
関関

宇宇
部部

小小
野野
田田

下下
関関

苅苅
田田

北北
九九
州州

中中
津津

別別
府府 大大
分分

博博
多多

津津
久久
見見
佐佐
伯伯

唐唐
津津

伊伊万万里里

三三池池

熊熊本本
三三角角

八八代代
細細島島

佐佐世世保保

長長崎崎
福福江江

厳厳原原

郷郷ノノ浦浦

西西之之表表

川川内内

鹿鹿児児島島
志志布布志志

油油津津

宮宮崎崎

三三
隅隅

浜浜
田田

西西郷郷

境境
鳥鳥
取取

舞舞鶴鶴

敦敦賀賀

清清
水水

田田
子子
のの
浦浦

横横
須須
賀賀

東東京京

川川崎崎

横横浜浜

千千葉葉

木木更更津津

鹿鹿島島

茨茨城城金金沢沢
伏伏木木富富山山

七七尾尾 直直江江津津

新新潟潟

小小木木

両両
津津

小小名名浜浜

相相馬馬

仙仙台台塩塩釜釜

大大船船渡渡酒酒田田

釜釜石石

宮宮古古

久久慈慈

八八戸戸

秋秋田田

船船川川

能能代代

むむつつ小小川川原原
青青森森

名名瀬瀬

運運天天

金金武武湾湾

中中城城湾湾那那覇覇

平平良良

石石垣垣

紋紋別別

網網走走

根根室室

釧釧路路

十十勝勝

苫苫小小牧牧

室室蘭蘭

函函館館

小小樽樽

石石狩狩湾湾新新

留留萌萌

港湾の種類と配置

区　　分 総数

港　湾　管　理　者
都道府県
知　　事

都道府県 市町村 港務局
一部　　　　

事務組合
計

国際戦略港湾 5 1 4 0 0 5    － 

国際拠点港湾 18 11 4 0 3 18    － 

重 要 港 湾 102 82 16 1 3 102    － 

（うち避難港） (35) (29) (6) (0) (0) (35)    － 

地 方 港 湾 807 504 303 0 0 807    － 

（うち避難港） (35) (29) (6) (0) (0) (35)    － 

計 932 598 327 1 6 932    － 

5 6 条 港 湾 61    －    －    －    －   － 61

合 計 993 598 327 1 6 932 61

4

長距離の国際海上コンテナ運送に係る国際海上貨物輸送網の拠点となり、かつ、
当該国際海上貨物輸送網と国内海上貨物輸送網とを結節する機能が高い港湾で
あって、その国際競争力の強化を重点的に図ることが必要な港湾として政令で
定めるもの

国際戦略港湾以外の港湾であって、国際海上貨物輸送網の拠点となる港湾とし
て政令で定めるもの

国際戦略港湾及び国際拠点港湾以外の港湾であって、海上輸送網の拠点となる
港湾その他の国の利害に重大な関係を有する港湾として政令で定めるもの

（令和３年４月１日現在）
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経済社会情勢の変化に対応した港湾政策の展開

世界的な脱炭素化
の動き
「2050年カーボン
ニュートラル」の実現

頻発化・激甚化する自然災害
切迫化する大規模地震・津波
インフラの老朽化の加速

新型コロナウイルス
感染症による社会
の変容
人口減少・超高齢
社会

デジタル化・
DXの推進

2050年カーボンニュートラル
に伴うグリーン成長戦略
（R2.12.25)

等

防災・減災、国土強靱化のた
めの５か年加速化対策
（R2.12.11閣議決定）

等

世界最先端デジタル国家創
造宣言・官民データ活用推進
基本計画（R2.7.17閣議決定）　　　　　　　　　　　　　

等

社社
会会
情情
勢勢
のの
変変
化化

政政
府府
全全
体体
のの
対対
応応

港港
湾湾
でで
のの
対対
応応

＜＜ググリリーーンン化化＞＞
・・カカーーボボンンニニュューートトララルルポポーートトのの
形形成成
・・洋洋上上風風力力産産業業のの育育成成

等等

＜＜防防災災・・減減災災、、国国土土強強靭靭化化＞＞
・・防防災災・・減減災災、、国国土土強強靭靭化化、、
５５かか年年加加速速化化対対策策
・・海海・・船船のの視視点点かからら見見たた港港湾湾強強靭靭化化
・・港港湾湾ににおおけけるる感感染染症症対対策策

・・総総力力戦戦でで挑挑むむ防防災災・・減減災災ププロロジジェェ
ククトト

等等
　　

＜＜デデジジタタルル化化・・ササププラライイチチェェーーンン
のの強強靭靭化化＞＞
・・国国際際ココンンテテナナ戦戦略略港港湾湾のの機機能能強強化化
・・港港湾湾物物流流ののDX化化
・・地地域域のの基基幹幹産産業業のの競競争争力力強強化化のの
たためめのの港港湾湾投投資資
・・DXにによよるる働働きき方方改改革革・・生生産産性性向向上上

等等　　

7

経経済済社社会会情情勢勢のの変変化化にに対対応応ししたた港港湾湾政政策策のの展展開開

　　＜＜目目　　次次＞＞

　　１１．．デデジジタタルル化化・・ササププラライイチチェェーーンンのの強強靭靭化化

　　２２．．ググリリーーンン化化

　　３３．．いいののちちととくくららししをを守守るる防防災災・・減減災災、、国国土土強強靭靭化化

　　４４．．豊豊かかでで活活力力ああるる多多核核連連携携型型のの地地域域づづくくりり
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国際コンテナ戦略港湾政策を通じた生産性の向上

「競争力強化」

「創貨」

主

　な

　施

　策

○ 国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大する
○企業の立地環境を向上させ、我が国経済の国際競争力を強化　

政策目的  ：  国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大すること政
策
目
的

○出発地と目的地を直接結ぶ場合

⇒　　雇雇用用とと所所得得のの維維持持・・創創出出

○ハブシステムによる輸送の効率化

京京浜浜港港
京京浜浜港港

「集貨」

○○  国国際際フフィィーーダダーー航航路路網網のの強強化化 ○○  物物流流施施設設のの整整備備（（無無利利子子貸貸付付））
＜横浜港４件、神戸港２件＞

○○  物物流流施施設設のの再再編編・・高高度度化化（（補補助助））
＜神戸港２件、博多港１件、清水港１件＞

横横浜浜港港（（南南本本牧牧））

○○  高高規規格格ココンンテテナナタターーミミナナルルのの整整備備（国負担）

○○  「「ヒヒトトをを支支援援すするるＡＡＩＩタターーミミナナルル」」へへのの支支援援

○○  ととんん税税・・特特別別ととんん税税等等のの入入出出港港ココスストトのの
　　軽軽減減（（令令和和22年年1100月月施施行行））；；5566年年ぶぶりりのの改改正正

事業実施前 事業実施後

阪神港 ６８便
（２０１４．４時点）

９５便
（２０１９．１０時点）

京浜港 ３９便
（２０１６．３時点）

５１便
（２０２０．１時点）

内航航路の開設・
増便・大型化への
支援

国際フィーダー航路の寄港便数が

阪神港で４割、京浜港で３割増加

国内最大内航コンテナ船（670TEU型）も新造され、
船舶も大型化。

・水深１８ｍの大水深コンテナターミナルの整備（横浜港）
・2Mアライアンス、ザ・アライアンスの２大アライアンスに
　よるMC1～MC4の柔軟かつ一体的な利用（Ｒ３．４～）

MC-1MC-2

MC-3MC-4

R3.4
MC1～4

一体利用開始

A.P.Moller 
Maersk、
日新

A.P.Moller 
Maersk、
商船三井
川崎汽船

A.P.Moller Maersk

写真：横浜川崎国際港湾株式会社

南南本本牧牧ははまま道道路路
2020年年5月月復復旧旧
（（台台風風15号号））

2021/3/14　関東地方整備局

ＭＣ４ターミナルに入港する
大型コンテナ船（24,000TEU級）

9

１１．．デデジジタタルル化化・・ササププラライイチチェェーーンンのの強強靭靭化化

〇　国際コンテナ戦略港湾の機能強化

〇　港湾物流のDX（デジタル・トランスフォーメーション）

〇　地域の基幹産業の競争力強化のための港湾投資

〇　国際バルク戦略港湾政策の推進

〇　内航フェリー・RORO船を活用した複合一貫輸送ネットワークの構築

〇　産地と港湾が連携した農林水産物・食品のさらなる輸出促進
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○ 港湾物流手続の電子化を図るCyber Portと搬入情報の事前照合等を行うCONPASにより、港湾物流業務の
効率化とコンテナターミナルのゲート前混雑の解消等を図り、港湾物流全体の生産性向上を目指す。

PSカード

予予約約制制度度のの導導入入にによよりりトトレレーーララーー
到到着着時時間間をを平平準準化化

PSカカーードドタタッッチチ処処理理にによよりり
ゲゲーートト処処理理時時間間をを短短縮縮

タターーミミナナルルゲゲーートト

ゲゲーートト前前

●●CCyybbeerr  PPoorrtt　　（（旧旧    港港湾湾関関連連デデーータタ連連携携基基盤盤））※※令令和和３３年年４４月月１１日日運運用用開開始始

荷主 陸運 ＣＴ 税関

S/I 船腹予約
空PUO

I/V P/L

・・・海貨 船会社 海貨 海貨 通関

許可申請

NACCS

搬入票

CONPAS

将将来来〔〔CCyybbeerr  PPoorrttととＣＣＯＯＮＮＰＰＡＡＳＳのの連連携携（（イイメメーージジ））〕〕

●●ＣＣＯＯＮＮＰＰＡＡＳＳ（（CCoonnttaaiinneerr  FFaasstt  PPaassss））
（（新新・・港港湾湾情情報報シシスステテムム））

港湾におけるデジタル化の推進　～Ｃｙｂｅｒ ＰｏｒｔとＣＯＮＰＡＳ～

デジタル情報の連携・利活用

＜業種毎の情報伝達手法＞

8.9
%

29.4%60.6%

1.2%
荷荷主主

13.5%

25.5%60.5%

0.4
%

海海貨貨

38.4%

20.6%

39.9%

1.1% 外外航航船船社社

30.2%

19.8%

47.5%

2.4
%

陸陸運運

現現状状

Cyber Portでで電電子子化化ししたた搬搬入入情情報報とと、、
タターーミミナナルル保保有有情情報報ととををCONPASでで
事事前前照照合合しし、、ゲゲーートト処処理理時時間間をを短短縮縮

本牧ふ頭

本牧ふ頭BCコンテナターミナル
CONPAS試験運用中

遠隔操作RTG２基導入予定

南本牧ふ頭コンテナターミナル
令和３年４月１日から

CONPAS本格運用開始

南本牧ふ頭

本牧ふ頭D1コンテナターミナル

本牧ふ頭D4コンテナターミナル 本牧ふ頭D5コンテナターミナル

●●CCyybbeerr  PPoorrtt、、CCOONNPPAASS及及びび遠遠隔隔操操作作RRTTGGのの導導入入（（横横浜浜港港））

●●セセキキュュリリテティィをを確確保保ししたた非非接接触触型型のの効効率率的的ななデデジジタタルル物物流流シシスステテムム

R3.4
MC1～4

一体利用開始

11

0 500 1000 1500

22

39

233

1162

鉄道

船舶

営業用貨物車

自家用貨物車

大型コンテナ船による大量一括輸送 ～CO2削減にも有効～

世世界界最最大大級級ののココンンテテナナ船船
「「MMSSCC  IIssaabbeellllaa」」 20ﾌﾌｨｨｰーﾄﾄｺｺﾝﾝﾃﾃﾅﾅ

＝＝1 TEU

（23,656 台）

２９６ｍ

横浜ランドマークタワー

　　【TEU】　Twenty-foot Equivalent Unit

   　（20 ft（ﾌｨｰﾄ）コンテナ1個を1TEUとして計算）

輸輸送送量量当当たたりりのの二二酸酸化化炭炭素素のの排排出出量量※※（（2018年年度度貨貨物物））

【単位：ｇ- CO2 /㌧㎞】 

約1/6

※１：自家用貨物車とは、営業用以外の貨物を輸送する自動車
※２：営業用貨物車とは、他人の求めに応じて貨物を輸送する自動車

※１

※２

※　1トンの貨物を1㎞運ぶ（＝１トンキロ）時に排出されるCO２の量

横浜港南本牧ふ頭ＭＣ－４

ｺﾝﾃﾅ積載数　23,656 TEU

４００ｍ
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港湾管理者資料、新聞報道等より国土交通省港湾局作成

２０２０年５月現在。港湾整備に対応した民間投資と新規雇用の例を記載(なお、主に
公表情報を元に記載しているため、計上されていない民間投資額、雇用人数もある。
一部、将来分を含む)。

公共の港湾投資に伴い、

地域への新規の民間投資が促進、
雇用が創出されている。　

臨臨海海部部へへのの建建機機工工場場等等のの新新規規
立立地地(約約１１，，００４４００億億円円)、、内内陸陸部部のの
工工場場設設備備増増強強(約約６６５５００億億円円)
投投資資額額：：約約１１，，６６９９００億億円円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (ＨＨ１１８８～～ＲＲ３３)
雇雇用用増増：：約約２２，，２２００００人人

茨茨城城港港

舞舞鶴鶴港港
国国際際物物流流タターーミミナナルルのの整整備備

約約２２７７１１億億円円(ＨＨ１１～～ＨＨ２２１１)

加加工工食食品品工工場場のの増増設設等等

投投資資額額：：約約３３４４８８憶憶円円
(ＨＨ２２１１～～ＲＲ２２)

雇雇用用増増：：約約１１４４００人人

国際物流ターミナル

航路・泊地
(-14m)

加工食品工場

和田地区

岸壁(-14m)

臨臨海海部部へへのの食食料料ココンンビビナナーートトのの
新新規規立立地地

投投資資額額：：約約３３３３４４億億円円
(ＨＨ２２７７～～ＨＨ３３１１)

雇雇用用増増：：約約１１００００人人

国国際際物物流流タターーミミナナルルのの整整備備

約約２２６６９９億億円円(ＨＨ２２９９～～ＲＲ７７)

高高松松港港
国国際際物物流流タターーミミナナルルのの整整備備

約約１１３３８８億億円円(ＨＨ１１７７～～ＲＲ２２)

香西地区 朝日地区

建設用クレーン工場

航路、泊地
(-12m)

岸壁(-12m)(耐震)

国際物流ターミナル

臨臨海海部部へへのの建建設設用用ククレレーーンン
工工場場のの新新規規立立地地

投投資資額額：：約約２２１１５５億億円円
　　　　　　　　 　　(ＨＨ２２９９～～ＲＲ１１)

雇雇用用増増：：約約１１００００人人

臨臨海海部部へへのの製製材材加加工工工工場場のの新新規規
立立地地等等

投投資資額額：：約約５５００９９億億円円
(ＨＨ２２５５～～ＲＲ２２)

雇雇用用増増：：約約３３６６００人人

岸岸壁壁、、防防波波堤堤等等のの整整備備

約約４４４４８８億億円円(ＨＨ９９～～ＲＲ５５)

細細島島港港

製材加工工場
新規立地・増設

泊地(-7.5m)
岸壁(-7.5m) 

防波堤

岸岸壁壁、、防防波波堤堤等等のの整整備備
(復復興興事事業業)

約約８８１１億億円円(ＨＨ２２３３～～ＲＲ２２)

相相馬馬港港

沖防波堤　

LNG火力発電所

LNG基地

バイオマス発電所

岸壁(-12m)(耐震)

航路・泊地
(-12～14m)

国国際際海海上上ココンンテテナナタターーミミナナルル

のの整整備備

約約２２５５５５億億円円(ＨＨ２２００～～ＨＨ２２７７)

自動車部品
加工工場

物流施設

清清水水港港

泊地(-15m)

岸壁(-15m) (耐震)

内内陸陸部部へへのの産産業業機機械械工工場場のの
新新規規立立地地等等

投投資資額額：：約約３３７７２２億億円円
(ＨＨ２２６６～～ＲＲ２２)

雇雇用用増増：：約約５５２２００人人

国国際際物物流流タターーミミナナルルのの整整備備

約約１１８８００億億円円(ＨＨ２２６６～～ＨＨ３３００)
(ううちち、、民民間間のの荷荷役役機機械械のの投投資資３３８８憶憶円円)

臨臨海海部部へへのの飼飼料料工工場場のの新新規規
立立地地等等(約約１１１１６６億億円円)、、内内陸陸部部のの
牛牛舎舎等等のの整整備備(約約９９１１億億円円)
投投資資額額：：約約２２００７７億億円円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ＨＨ２２７７～～ＲＲ３３)
雇雇用用増増：：約約１１１１００人人

航路・泊地(-12m)

岸壁(-12m) 

国際物流ターミナル

食料
コンビナート

荷役機械

水水島島港港

岸壁(-14m)航路・泊地(-14m)

泊地(-14m)

飼料工場

サイロ

荷役機械

国際物流
ターミナル

釧釧路路港港

岸岸壁壁、、防防波波堤堤等等のの整整備備

約約１１，，１１８８３３憶憶円円
(ＨＨ４４～～ＲＲ８８)

防波堤(東)
波除堤(中央)

岸壁(-12m)(耐震)

岸壁(-10m,
-12m,-14m)

国際物流ターミナル

建機工場B社建機工場A社 建機工場C社

国際海上コンテナターミナル

火力発電所

産業用ロボット
生産工場

臨臨海海部部へへののＬＬＮＮＧＧ基基地地のの
新新規規立立地地等等

投投資資額額：：約約２２，，２２４４３３億億円円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   (ＨＨ２２６６～～ＲＲ２２)

雇雇用用増増：：約約１１７７００人人

国際海上コンテナ
ターミナル

地域の基幹産業の競争力強化のための港湾投資

13

整備段階
計画段階

調査・測量 設計

施工

〇港湾施設整備において、調査、
設計、施工データの各段階の
データを関係者間で共有し、
効率的な整備を実施。

〇計画段階も含め、蓄積された
座標データ等はICT施工の基
礎データとして必須。

〇維持管理や災害復旧にもデー
タを活用。

港湾計画現況 事業計画

〇社会情勢、施設の利用状況や老朽化の状
況等を踏まえ、施設の有効活用を意識し
た計画の策定。

〇施工データ等を活用した効率的な
維持管理。

〇老朽化状況の分析や遠隔での技
術支援を国より実施

〇港湾管理者間での情報の横展開

維持管理段階

サイバーポートの活用イメージ（効果的・効率的なｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）

○計画段階から整備、維持管理・利用の段階に至る港湾及び港湾施設に関する様々な情報についてデジタル化
し、サイバーポート（港湾インフラ分野）で一元的に管理するとともに、データを有効に活用。

○物流分野や管理分野と連携することで施設の日々の利用状況や施設需要を把握・分析するとともに、施設の健
全度や施設の利用状況、全国的な物流ネットワークの効率化等の観点から、タイムリーな更新投資を行う。（効
果的・効率的なアセットマネジメント）

発地 A港 B港 海外

・荷送人
・荷受人
・商品明細

コンテナ輸送情報

・積荷港
・荷揚港
・荷渡地　等

コンテナ貨物に関する民間事業者の
手続を電子化し、効率的な物流を実現

物物流流分分野野

・船会社名
・本船名
・荷受地

物流情報

施設使用情報

イインンフフララ分分野野

港湾管理者に対する各種手続

管管理理分分野野

港湾管理に係る各種手続を電子化
し、効率的な管理を実現

・入出港届
・港湾統計
・入港料関係手続
・港湾区域関連手続

・臨港地区関連手続
・港湾施設使用申請
・船舶運航動静通知
　　　　　　　　　　　等

計画・整備・維持管
理の各段階でインフ
ラデータを有効活用

効効果果的的・・効効率率的的なな
アアセセッットト

ママネネジジメメンントト

12
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国際バルク戦略港湾政策の推進

小名浜港（石炭） 釧路港（穀物） 徳山下松港・宇部港（石炭）

水島港（穀物） 志布志港（穀物）

民民間間投投資資　　約約33,,000000億億円円

岸壁(水深14m)

泊地(水深14m)

航路・泊地(水深14m)

荷役機械

岸壁（水深12m）（延伸）

航路・泊地（水深12m）
（拡幅） 岸壁（水深14m）（延伸）

航路・泊地（水深14m）
（拡幅）

航路（水深14m）
（拡幅）

ふ頭用地

臨港道路

荷役機械

桟橋（水深19m）新南陽地区

徳山地区 下松地区

小名浜港実施中プロジェクト 徳山下松港実施中プロジェクト釧路港実施プロジェクト

志布志港実施中プロジェクト

航路及び泊地（水深14m）

岸壁（水深14m）ふ頭用地、荷役機械

新若浜地区

若浜地区岸壁（水深14m）（改良）

航路及び泊地（水深14m）

航路及び泊地（水深12m）

岸壁（水深12m）

ふ頭用地
荷役機械

水島地区

玉島地区

水島港実施中プロジェクト

▶　大型船による共同輸送を促進：
　　　　　　　　　　　　　　海上輸送コスト約４割削減※

▶　公共投資に合わせた民間投資：
　　　　最新鋭石炭火力発電所の建設計画が進展

▶　大型船による共同輸送を促進：
　　　　　　　　　　　　　　　　海上輸送コスト約２割削減※

▶　公共投資に合わせた民間投資：
　　　　貯炭場において出荷設備の増強や発電設備の
　　　　建設計画が進展

▶　大型船による共同輸送を促進：
　　　　　　　　　　　　　　　　海上輸送コスト約２割削減※

▶　公共投資に合わせた民間投資：
　　　　　　　　　　　　　　　新たな穀物関連企業の進出

▶　大型船による共同輸送を促進：
　　　　　　　　　　　　　　　海上輸送コスト約１割削減※

▶　公共投資に合わせた民間投資：
　　　　　　　　飼料製造工場等への設備投資が進展

▶　大型船による共同輸送を促進：
　　　　　　　　　　　　　　海上輸送コスト約４割削減※

▶　公共投資に合わせた民間投資：
　　サイロ増設や飼料製造工場の新規立地が進展

民民間間投投資資　　約約220077億億円円 民民間間投投資資　　約約11,,005566億億円円

民民間間投投資資　　約約333344億億円円 民民間間投投資資　　約約112200億億円円

臨港道路

岸壁（水深16m）（耐震）

岸壁（水深18m）（耐震）

泊地（水深16m）

航路・泊地（水深16m）

航路・泊地（水深18m）

荷役機械

政策の目的

◆生産性の向上

　大型船が入港できる岸壁等の
整備に加えて、企業間連携によ
る共同輸送を実現することで、海
上輸送コスト削減を目指し、飛躍
的な生産性の向上を図る。

◆国際競争力強化

　産業インフラの機能強化を図ると
共に、公共投資に合わせて民間投
資の動きも活性化させ、経済の好
循環に繋げる。
※印は、国土交通省港湾局試算
民間投資額は、新聞報道等より国土交通省港湾局作成
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国際バルク戦略港湾政策

●

● 穀物
● 鉄鉱石
● 石炭

釧路港

鹿島港

小名浜港

名古屋港
木更津港

志布志港

水島港

水島港・福山港

徳山下松港・宇部港

【【国国際際ババルルクク戦戦略略港港湾湾のの選選定定港港】】((HH2233年年55月月選選定定))

し　ぶ　し

とくやまくだまつ

穀物

石炭

鉄鉱石

水島港・福山港

中型船による輸送
（個々の企業による輸送）

海海外外積積出出港港

A港 B港 C港

大型船による大量輸送
（複数企業によるばら積み貨物の相積み等）

海海外外積積出出港港

二次輸送
（内航船）

複数港寄り
（大型船）A港

B港
C港

(拠点港)
(連携港)(連携港)

これまで これから

○我が国は資源・エネルギー等のほぼ100％を海外からの輸入に依存。これらのばら積み（バルク）貨物を輸入す
る岸壁は、近隣諸国と比較して整備年が古く、水深も浅い傾向にあり、各港湾毎に中型船による非効率な海上
輸送が行われている。

○このため、大型船が入港できる港湾を拠点的に整備し、企業間連携による大型船を活用した共同輸送を促進す
ることで、国全体として安定的かつ効率的な資源・エネルギー等の海上輸送網の形成を図る。

水島港・福山港
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①生産者、卸売事業者、物流・港湾事業者が連携した計画を策定

　産地と港湾が連携した農林水産物・食品のさらなる輸出促進

○２０３０年の農林水産物・食品の輸出額を５兆円とする政府目標の達成に向け、港湾を通じた農林水産物・食品の輸出をこれ
まで以上に促進するため、生産関係者や港湾関係者が連携して策定する実施計画を農林水産省及び国土交通省が共同して
認定した場合に、施設整備に係る支援を拡充するとともに、関連する予算の重点化を行う。

＜＜具具体体のの取取組組イイメメーージジ＞＞

生産者 卸売事業者 物流・港湾事業者

② 高機能コンテナやＲＯＲＯ船を
活用した実証事業の実施

産地 国内流通（市場等） 港湾 海外

小売業者

コールドチェーンの確保など、輸出の川上から川下までの連携を強化

海上コンテナ
81.6%

海上バルク
2.9%

航空貨物
15.5%

9,121億円
（2019年）

4431 4593 4968 5661 5878 6565
263 268 355

376 370
381

2757 2640 2750
3031 2873 2277

0 

5,000 

10,000 

15,000 

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 … 2030年

林産物 水産物 列1

99,,222233
77,,445511

約5倍
50,000

億円

政政府府目目標標
55兆兆円円

((22003300年年))

＜＜農農林林水水産産物物・・食食品品のの輸輸出出額額のの推推移移とと輸出手段別割合＞＞  ＜＜農林水産省の取組と国土交通省が連携して推進する取組＞＞  
  … 農林水産省 国土交通省

④ 関連する予算の重点化

輸出先国の政府機関等との
協議の加速化 

輸出に必要な施設認定等の
輸出手続の円滑化 

輸出先国の規制に関する情報
提供等による事業者の支援

① 関係者が連携
した計画を策定

② 実証事業
の実施

③ 民間事業者による温度・　
衛生管理が可能な
荷さばき施設の整備
【拡充】

③ 民間事業者による温度・衛生管理が
可能な荷さばき施設の整備 【拡充】

（出典：金剛産業㈱ HP）

④ 関連する予算の重点化

出典：農林水産省資料、貿易統計に基づき国土交通省港湾局作成

（輸出額の8割以上が港湾経由）
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□博多～敦賀　新規RORO航路
　（近海郵船）　令和元年4月就航
　※13年ぶりに復活
　・総トン数　：約9,800トン
　・所要時間 ：約19時間

石垣

名瀬

那覇

平良

釧釧路路

東京
千葉

　　茨城

八戸

大阪

堺泉北

宇野

松山

岩国

苅田

大分

宮崎
油津

広島 横須賀
三河

神戸

鹿児島

敦賀

川崎

徳島小松島

新潟

秋田

小樽

舞鶴

清水

苫小牧

亀徳
和泊

与論本
部

仙台

細島

志布志

博多

北
九
州

三島

御前崎

別府

水島

名古屋

名古屋

坂
出

中
津

　　○○　　フフェェリリーー・・RROORROOのの就就航航状状況況※※１１・・新新規規就就航航のの例例

RORO船
フェリー

□北九州～横須賀
　新規フェリー航路　
　（SHKグループ新会社）
　令和3年7月　就航予定
　・総トン数　：約15,400トン
　・所要時間　：約21時間

●北九州港における取組

　新たに岸壁、ふ頭用地を整備し、複合一貫輸送　　　　　　

　ターミナルを機能強化

※１　フェリーについては、300km以上の長距離航路のみ記載

○トラックドライバー不足への対応や災害に強い効率的な輸送ネットワークの構築を図るため、フェリー・ROROターミナルの機能
強化を図る。

●苫小牧港における取組

　岸壁の改良、ふ頭用地を整備し、

　複合一貫輸送ターミナルを機能強化

□苫小牧～東京～清水～大阪～清水/東京～仙台
　　新規RORO航路　（栗林商船）　平成30年5月就航
　・総トン数　：約13,000トン

○○フフェェリリーー・・RROORROO船船のの大大型型化化のの動動向向

※２　フェリーについては、100km以上の中長
距離航路を航行する船舶を対象。
フェリー・RORO船とも離島航路を除く。

出典：海上定期便ガイド、内航船舶明細書、
日本船舶明細書を基に国交省港湾局作成

フェリー・RORO船の平均船型※２

北海道胆振東部地震後のフェリーによる
緊急車両の輸送（苫小牧港 H30.9.8撮影）

総トン数 2000年年 2020年年

フェリー 約10,000トン 約11,000トン

RORO船 約5,400トン 約11,000トン

大大分分港港　　大大在在西西地地区区

複複合合一一貫貫輸輸送送タターーミミナナルル整整備備事事業業
　・総事業費　１５６億円
　・整備期間　Ｒ２年度～Ｒ１１年度
　・航路　大分～東京（商船三井フェリー他）

　　　　　　　　　　清水（川崎近海汽船）　　

高高松松港港　　朝朝日日地地区区
複複合合一一貫貫輸輸送送タターーミミナナルル整整備備事事業業
　・総事業費　７３億円
　・整備期間　Ｒ２年度～Ｒ７年度
　・航路　高松～神戸（ジャンボフェリー）
　　

　　○○　　現現在在実実施施中中のの事事業業例例

泊地
（水深7.5m，5.4ha）

岸壁
（水深5m，延長200m）

岸壁
（水深9m，延長460m）

護岸
（125m）

ふ頭用地
（21ha）

　内航フェリー・RORO船を活用した複合一貫輸送ネットワークの構築

千千葉葉港港　　千千葉葉中中央央地地区区
複複合合一一貫貫輸輸送送タターーミミナナルル整整備備事事業業
　・総事業費　７６億円
　・整備期間　Ｒ２年度～Ｒ６年度
　・航路　千葉～三島川之江（大王海運）　 泊地

(水深9m、1.5ha）

岸壁
(水深9m、220m）

防波堤
（140m）
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エネルギー関連産業

①洋上風力産業

②燃料アンモニア産業

③水素産業

④原子力産業

家庭・オフィス関連産業

⑫住宅・建築物産業／
次世代型太陽光産業

⑬資源循環関連産業

⑭ライフサイクル関連産業

⑪カーボンリサイクル産業

輸送・製造関連産業

⑤自動車・蓄電池産業

⑦船舶産業

⑨食料・農林水産業

⑥半導体・情報通信産業

⑧物流・人流・
　　　　　　　土木インフラ産業

⑩航空機産業

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和2年12月25日　関係省庁調整の上、成長戦略会議において経済産業大臣報告）

○ 令和2年12月25日に開催された第6回成長戦略会議において、「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成
長戦略」が公表された。

〇 同戦略においては、今後の産業として成長が期待される重要分野として、下記14産業につき、2050年までの
「実行計画」が策定されている。

重要分野の整理図

（（８８））物物流流・・人人流流・・土土木木イインンフフララ産産業業

①①カカーーボボンンニニュューートトララルルポポーートトのの形形成成

　カーボンニュートラルを目指す上で不可欠な重要分野である水素は、発電、運輸、産業等幅広い分野における脱炭素化に貢献できるエネルギーで
あり、IEA（国際エネルギー機関）のレポート（2019年）では、多様なエネルギー課題を解決する水素の利用拡大のため、工業集積港を水素利用拡大の
中枢にすることが提言されている。

　我我がが国国のの輸輸出出入入のの9999..66％％をを取取りり扱扱うう物物流流拠拠点点でであありり、、かかつつ様様々々なな企企業業がが立立地地すするる産産業業拠拠点点ででああるる国国際際港港湾湾ににおおいいてて、、水水素素・・アアンンモモニニアア等等のの次次世世代代
エエネネルルギギーーのの大大量量輸輸入入やや貯貯蔵蔵・・利利活活用用等等、、脱脱炭炭素素化化にに配配慮慮ししたた港港湾湾機機能能のの高高度度化化やや臨臨海海部部産産業業のの集集積積等等をを通通じじてて温温室室効効果果ガガススのの排排出出をを全全体体ととししてて
ゼゼロロににすするる「「カカーーボボンンニニュューートトララルルポポーートト（（CCNNPP））」」をを形形成成し、2050年の港湾におけるカーボンニュートラル実現を目指す。

足下から2030年、
そして2050年にかけて成長分野は拡大

19

  ２２．．ググリリーーンン化化

〇2050年カーボンニュートラル　～2030年温室効果ガス△5割の高みに挑戦～

〇カーボンニュートラルポートの形成

〇洋上風力発電の導入促進　～2040年最大4500万ｋＷ～

〇離島における港湾・海洋空間の活用
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カーボンニュートラルポート（CNP）の形成イメージ

公共ターミナル
（コンテナ）

公共ターミナル
（バルク）

～ 大量・安定・安価な水素等を「つくる」「はこぶ」「ためる」「つかう」 ～

21

日米競争力・強靱性（コア）パートナーシップにおけるCNPの位置づけ

令和３年４月１６日の日日米米首首脳脳共共同同声声明明において「「日日米米競競争争力力・・強強靱靱性性（（ココアア））パパーートトナナーーシシッッププ」」が　
立ち上げられ、その中で日米両国が「「カカーーボボンンニニュューートトララルルポポーートト」」について協力することとされた。

日米首脳会談　（概要から抜粋）

気候変動については、米国主催の気候サミットを始め、COP26及びその先に向け、日日米米でで世世界界のの脱脱炭炭素素化化をを
リリーードドししてていいくくことを確認しました。

日米競争力・強靱性（コア）パートナーシップ

●日米両国は､イノベーションを推進し､パンデミックを終わらせ､気候変動危機と闘うとともに､両国の　　

人的つながりを強固なものとすべく､菅総理とバイデン大統領との間で、「日米競争力・強靱性 （CoRe : 
Competitiveness and Resilience）パートナーシップ」 を立ち上げ。
①競争力・イノベーション （特にデジタル分野）
②コロナ対策・グローバルヘルス・健康安全保障

③気候変動・クリーンエネルギー及びグリーン成長・復興

概

　要

気気候候変変動動、、ククリリーーンンエエネネルルギギーー及及びびググリリーーンン成成長長・・復復興興

日日米米両両国国はは、、

ＩＣＴ技術（スマートシティー、省エネルギーＩＣＴインフラ、インフラ管理のためのデジタルソリューション等）、

カカーーボボンンニニュューートトララルルポポーートト及び持続可能で気候に優しい農業をを含含めめ、、気気候候変変動動緩緩和和、、ククリリーーンンエエネネルル

ギギーー及及びびググリリーーンン成成長長・・復復興興にに貢貢献献すするる他他のの分分野野ににつついいてて協協力力すするる。

ココ　　アア

（出典）外務省作成資料を基に国土交通省港湾局作成

（本文から抜粋）
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海洋再生可能エネルギー発電設備拠点港湾（基地港湾）制度の概要

〇洋上風力発電設備の設置及び維持管理に利用される基地港湾の埠頭について、国から再エネ海域利用法の
選定事業者等に対し、長期・安定的に貸し付け、利用調整することにより、洋上風力発電の導入を促進する。

改改正正港港湾湾法法（（R元元.11成成立立））
 ・国が洋上風力発電設備の設置等の基地となる港湾（海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾）を指定し、

当該港湾の埠頭を発電事業者に最長30年間貸し付ける制度を創設。国は埠頭における複数事業者の利用を調整。

基基地地港港湾湾のの確確保保等等にによよるる洋洋上上風風力力発発電電事事業業のの円円滑滑なな推推進進

海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾の指定

発電事業者への埠頭（行政財産）の長期貸付け

・複数事業者の利用が見込まれること
・地耐力を強化した岸壁（国有港湾施設）
・長尺資機材の保管・組立が可能な規模の荷さばき地　等

・貸付け対象は、再エネ海域利用法で定める促進区域、又は港湾区域における発電事業者

・発電事業者は洋上風力発電の設置、定期的な大規模修繕、メンテナンス、撤去等に長期にわたって
埠頭を安定的に利用

＜欧州における基地港湾の利用状況＞

指
定
要
件

・港湾区域における公募占用計画の認定の有効期間を２０年から３０年に延長。

洋洋上上風風力力発発電電設設備備のの設設置置等等のの基基地地ととななるる港港湾湾のの確確保保等等

23

「洋上風力産業ビジョン（第１次）」の概要(令和2年12月15日策定)

洋上風力発電は、①大量導入、②コスト低減、③経済波及効果が期待され、再生可能エネルギーの主力電源化
に向けた切り札。
欧州を中心に全世界で導入が拡大。近年では、中国・台湾・韓国を中心にアジア市場の急成長が見込まれる。
(全世界の導入量は、2018年23GW→2040年562GW（24倍）となる見込み)
現状、洋上風力産業の多くは国外に立地しているが、日本にも潜在力のあるサプライヤーは存在。

(2) 案件形成の加速化
　・政府主導のプッシュ型案件形成スキーム
　（日本版セントラル方式）の導入

(3) インフラの計画的整備
　・系統マスタープラン一次案の具体化
　・直流送電の具体的検討
　・港湾の計画的整備

(2)サプライヤーの競争力強化
　・公募で安定供給等に資する取組を評価
　・補助金、税制等による設備投資支援（調整中）
  ・国内外企業のマッチング促進（JETRO等）　等
(3)事業環境整備（規制・規格の総点検）
(4)洋上風力人材育成プログラム

(1)浮体式等の次世代技術開発
 ・「技術開発ロードマップ」の策定
 ・基金も活用した技術開発支援 

洋上風力発電の意義と課題

洋上風力の産業競争力強化に向けた基本戦略

1.魅力的な国内市場の創出 2.投資促進・サプライチェーン形成 3.アジア展開も見据えた
次世代技術開発、国際連携

(2)国際標準化・政府間対話等
 ・国際標準化
 ・将来市場を念頭に置いた二国間対話等
 ・公的金融支援

(1)政府による導入目標の明示
 ・2030年までに1,000万kW、
　2040年までに3,000万kW～4,500万kW
　の案件を形成する。

(1)産業界による目標設定　
　・国内調達比率を2040年までに60％にする。
・着床式発電コストを2030～2035年までに、
 ８～９円/kWhにする。

官民の目標設定

22
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父父島島

硫硫黄黄島島

公 海

接続水域

領 海
（内水を含む）

排他的経済水域
（同水域には接続水域も含まれる）

南南鳥鳥島島

（資料）海上保安庁海洋情報部「日本の領海等概念図」
より作成

延長大陸棚 沖沖ノノ鳥鳥島島

南鳥島による
排他的経済水域
約４３万k㎡

沖ノ鳥島による排他的
経済水域約４２万k㎡

我が国の領海及び
排他的経済水域
約４４７万k㎡

父島

事業箇所

【南鳥島】

事業箇所

【沖ノ鳥島】 北小島

（R1.7撮影）
特定離島港湾施設

（R1.8撮影）
特定離島港湾施設

離島における港湾・海洋空間の活用～資源小国から資源大国へ～

確認されている海底資源

電池・自動車部品
　（ニッケル、コバルト）

フェロニッケル
（ステンレス鋼の材料）

　（ニッケル）

ニッケル

コバルト
南鳥島

沖ノ鳥島

マンガンクラスト

海底熱水鉱床

レアアースを含む泥

メタンハイドレート

コバルトリッチクラスト

出典「海底鉱物資源未利用レアメタルの探査と開発」
　　　　　(臼井朗）より国土交通省港湾局作成

日本周辺海域に賦存する海底資源
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凡例

：促進区域（令和２年７月２１日指定）（４区域）

：「有望な区域」（令和２年７月３日追加）（４区域）

：一定の準備段階に進んでいる区域（６区域）
（「有望な区域」を除く）
このうち、（※）を付けた３区域は、令和２年７月３日に追加

：促進区域（令和元年１２月２７日指定） （１区域）

「有望な区域」…協議会設置及び国による調査の準備を直ちに開始する区域

：基地港湾（令和２年９月２日指定）（４港湾）

ゆりほんじょう

岸岸壁壁((水水深深1111mm))
((耐耐震震))

秋田港

事業期間：
令和元年度～令和２年度
※令和３年４月９日に貸付
契約締結済

岸壁(-10m(暫定)、180m)
（地耐力強化）

ふ頭用地

泊地(-10m(暫定))

航路・泊地(-9m(暫定))

北九州港 事業期間：
令和２年度～令和５年度

岸壁(-12m、200m)
（地耐力強化）

航路・泊地（-12m)

泊地(-12m)

鹿島港

事業期間：
令和２年度～令和５年度

令和2年11月27日公募開始

令和2年11月27日公募開始

洋上風力発電に係る基地港湾及び促進区域の位置図

令和2年11月27日公募開始

令和2年6月24日公募開始

青森県陸奥湾

長崎県西海市江島沖

青森県沖日本海（北側）

新潟県村上市及び胎内市沖

秋田県八峰町及び能代市沖

秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖

秋田県潟上市及び秋田市沖

千葉県銚子市沖

青森県沖日本海（南側）

長崎県五島市沖

北海道岩宇及び南後志地区沖（※）

北海道檜山沖（※）

山形県遊佐町沖（※）

秋田県由利本荘市沖（北側）

ゆざまち

がんう みなみしりべし むつ

ひやま

かたがみ

おが

はっぽうちょう のしろ

秋田県由利本荘市沖（南側）

さいかい えのしま

たいない

みたねちょうのしろ

令和2年12月25日第1回協議会開催

令和2年11月17日第1回協議会開催
令和3年1月29日第2回協議会開催

岸壁(-10m(暫定)、180m)
（地耐力強化）

泊地(-10m(暫定)) 事業期間：
令和元年度～令和５年度

能代港
のしろ

岸壁（-11m（暫定）、190m）（耐震）
（地耐力強化）

令和3年4月23日第1回協議会開催
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増大する臨海部の災害リスク

平平成成30年年台台風風第第21号号
大大阪阪湾湾周周辺辺のの被被害害

令令和和元元年年房房総総半半島島台台風風、、東東日日本本台台風風

東東京京湾湾のの被被害害

切切迫迫すするる南南海海トトララフフ地地震震

南南海海トトララフフ巨巨大大地地震震のの被被害害想想定定
＜陸側ケース＞

資資産産等等被被害害　　・・・・・・117711..66兆兆円円
経経済済被被害害・・・・・・3366..22兆兆円円
港港湾湾機機能能のの機機能能停停止止にによよるる経経済済活活動動
損損失失額額・・・・・・2200..11兆兆円円

神神戸戸港港

尼尼崎崎西西宮宮芦芦屋屋港港

和和歌歌山山下下津津港港 横横浜浜港港金金沢沢地地区区

横横浜浜港港本本牧牧地地区区

川川崎崎港港

高高潮潮浸浸水水でで火火災災がが発発生生ししたた
ココンンテテナナタターーミミナナルル 海海底底トトンンネネルルへへのの高高潮潮浸浸水水

住住宅宅地地へへのの高高潮潮浸浸水水高高潮潮浸浸水水でで炎炎上上ししたた中中古古車車

高高波波にによよるる護護岸岸倒倒壊壊 越越波波にによよるる建建物物損損壊壊

高高波波でで押押しし上上げげらられれてて破破損損
ししたた桟桟橋橋

高高波波でで破破損損ししたた管管理理棟棟

高高波波にによよるる護護岸岸倒倒壊壊

高高波波にによよるる護護岸岸倒倒壊壊

高高波波でで浸浸水水ししたた工工業業団団地地
被被害害額額384社社約約250億億円円
（（大大企企業業やや一一部部事事業業者者をを除除くく））

色丹沖及び択捉島沖(M7.7～8.5前後)60%程度

根室沖(M7.7～8.5前後)80%程度

青森県東方沖及び岩手県沖北部(M7.0～7.5前後)90%以上

宮城県沖(M7.0～7.5前後)90%程度

茨城県沖(M7.0～7.5前後)80%程度

日本海溝寄りのプレート間地震(津波地震等)(Mt7.0～7.5前後)30%以上

相模トラフ沿い(M6.7～7.3前後)70%程度南海トラフ
(M8～9クラス)
70~80%

安芸灘~伊予灘~豊後水道のプレー
ト内地震(M6.7～7.4)70%程度

秋田県沖の地震
(M7.5程度)
3%程度以下

佐渡島北方沖の地震
(M7.8程度)
3～6%

【参考データ】「海溝型地震の長期評価の概要(算定基準日 令和2年(2020年)1月1日)

支支払払保保険険金金１１兆兆円円((台台風風被被害害額額のの総総計計))

房房総総半半島島台台風風　　支支払払保保険険金金約約55千千億億円円
東東日日本本台台風風　　支支払払保保険険金金約約66千千億億円円
((各各台台風風とともも台台風風被被害害額額のの総総計計））

○背後に人口や資産が集積し、国際貿易・海上物流の拠点である港湾において、大規模自然災害や複合災害
に対しても、人命や資産の防護・被害の軽減を図るとともに、基幹的な海上交通ネットワークの機能を維持し、
経済活動を支えるサプライチェーンへの影響を最低限に抑制するため、高潮・高波対策や地震・津波対策の
加速化など臨海部の安全性向上が不可欠。

27

３３．．いいののちちととくくららししをを守守るる防防災災・・減減災災、、国国土土強強靭靭化化

〇　増大する臨海部の災害リスク　

〇　港湾における防災・減災、国土強靭化

〇　防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対策

〇　海・船の視点から見た港湾強靭化の推進

〇　加速する港湾施設の老朽化

〇　港湾における戦略的ストックマネジメント
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　防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（港湾・海岸）

○我が国の輸出入貨物量の99.6%を取り扱う港湾は、人口や資産が集中する島国日本の生命線であり、人命防護、資産被害
　の最小化は当然として、災害に強い海上輸送ネットワーク機能の構築に向けて、速やかに対策を講じることが必要。

○港湾・海岸において、「激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策」、「予防保全型インフラメンテナンスへの転換に
向けた老朽化対策の加速」、「国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進」の柱に基づき、取組の
更なる加速化・深化を図るため、令和３年度から７年度までの５か年で重点的かつ集中的に対策を講ずる。

港湾における津波対策 港湾における地震対策 港湾における高潮・高波対策 港湾等の埋塞対策

港湾・海岸における老朽化対策

港湾における走錨対策

港湾におけるデジタル化に
関する対策

港湾における災害情報
収集等に関する対策

港湾における研究開発に
関する対策

防波堤

基礎マウンド

海底地盤

外力

天端形状の工夫

腹付の設置 洗掘防止マットの敷設

越流

被覆ブロック
の設置

「粘り強い構造」を導入した
防波堤の整備を実施

海上交通ネットワーク維持の
ための耐震強化岸壁の整備
や臨港道路の耐震化等

港湾施設の嵩上げ・補強等の
浸水対策を実施

避泊水域確保のための
防波堤等を整備

豪雨等による大規模出水時
等に備えた埋塞対策を実施

ⅠⅠ. 激激甚甚化化すするる風風水水害害やや切切迫迫すするる大大規規模模地地震震等等へへのの対対策策

ⅡⅡ. 予予防防保保全全型型イインンフフララメメンンテテナナンンスス
へへのの転転換換にに向向けけたた老老朽朽化化対対策策

予防保全型維持管理の実現に向けた港湾施設・海岸保全施設
の老朽化対策を推進し、港湾・海岸の安全な利用等を確保する

ⅢⅢ.国国土土強強靱靱化化にに関関すするる施施策策をを効効率率的的にに進進めめるるたためめののデデジジタタルル化化等等のの推推進進

災害関連情報の収集・集積を
高度化し、災害発生時の迅速
な復旧等の体制を構築

国土強靱化に直結する研究開
発を行うための体制を構築

i-Construction等の推進や、
港湾関連データ連携基盤の構築

海岸の整備

波浪の見直し

施設の補強・嵩上げ

多重防護

波浪の見直し

施設の補強・嵩上げ

多重防護

切迫性・緊急性の高い自
然災害に備えた海岸の整
備を推進

29

大規模災害に対する港湾の防災・減災、国土強靱化対策の推進

ﾈｯﾄﾜｰｸを意識した耐震化のイメージ

■■港港湾湾ＢＢＣＣＰＰ、、水水際際・・防防災災対対策策連連絡絡

会会議議にによよるる連連携携体体制制のの強強化化

発災後の港湾機能の維持、早期回

復を図るため、港湾BCPを定め、

水際・防災対策連絡会議の開催等

により、港湾の災害対応力を強化。

海
上
輸
送
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
維
持
す
る

港
湾
・
背
後
地
を
守
る

琴ノ浦水門

自動閉鎖

市街地

ことのうら ちく

琴の浦地区
ふのお ちく

船尾地区

■■水水門門・・陸陸閘閘等等のの統統廃廃合合、、自自動動化化等等のの推推進進
津波来襲時の安全・確実な水門等の閉鎖のた
め、統廃合・常時閉鎖により管理対象施設を
削減し、残る施設も自動化・遠隔操作化を推進。

琴ノ浦水門（和歌山下津港） 粘り強い構造の防波堤（御前崎港）GPS波浪計によるリアルタイム情報伝達

陸陸上上局局GPS波波浪浪計計

観測情報

補正情報

波波

約20km

水深
100m～400m
程度

衛衛星星回回線線

観観測測シシスステテムムのの
概概要要

国国土土交交通通省省

港港湾湾事事務務所所

津津波波観観測測情情報報等等

ナナウウフファァススHP

統統計計デデーータタ

■■港港湾湾のの観観測測計計をを活活用用ししたた情情報報提提供供
沖合の波浪や潮位などのリアルタイム情報
を提供し、高潮・津波からの避難に活用。

気気象象庁庁

観観測測セセンンタターー

■■災災害害時時のの基基幹幹的的海海上上交交通通ﾈﾈｯｯﾄﾄﾜﾜｰーｸｸのの確確保保

災害時の陸上交通網分断に対応したリダンダンシー

の確保、緊急確保航路の航路啓開及び港湾施設の

管理の代行等の国の実施体制を強化。

国による港湾施設の一部管理
（令和2年7月豪雨：八代港）

土圧の軽減

地盤改良

液状化対策

岸壁

ふ頭用地

耐震強化岸壁

臨港道路の
液状化対策

橋梁の耐震化

ソフト ハード

■■防防波波堤堤・・防防潮潮堤堤のの「「粘粘りり強強いい構構造造」」のの導導入入
大規模津波が堤体を越流する場合でも、避難
時間の確保や浸水範囲の低減などの減災効
果を発揮できる粘り強い構造に強化。

■■ﾈﾈｯｯﾄﾄﾜﾜｰーｸｸをを意意識識ししたた岸岸壁壁・・臨臨港港道道路路等等のの耐耐震震化化
大規模地震発生後の緊急物資輸送、幹線物流機能
を確保するため、耐震強化岸壁の整備や臨港道路
の耐震化等を推進。

乗船する災害対応車両

港内の漂流物の回収

物流網のリダンダンシー確保
（平成30年北海道胆振東部地震）

大規模津波防災総合訓練
（航路啓開訓練） 28
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港港湾湾管管理理者者がが管管理理すするる施施設設、、民民有有施施設設ととももにに港港湾湾施施設設のの老老朽朽化化がが急急速速にに進進行行。。海海岸岸管管理理者者がが管管理理すするる海海
岸岸保保全全施施設設ににつついいててもも同同様様。。

※ 南海トラフ地震防災対策推進地域、首都直下地震緊急対策区域、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域における建設年を確認できた施設に限る。
※ 国土交通省港湾局調べ（R2.8時点）

8%

92%

50年未満 50年以上

47%53%

50年未満 50年以上

49%51%

50年未満 50年以上

7%

93%
50年未満 50年以上

2021年 2041年2021年 2041年

※ 国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾、地方港湾の公共岸壁数（水深4.5m以深）：国土交通省港湾局調べ
※ 竣工年不明施設は約100施設については上記の各グラフには含めていない

供供用用後後50年年以以上上経経過過すするる公公共共岸岸壁壁のの割割合合（（施施設設数数））

50年未満 50年以上

2020年

約2割

50年未満 50年以上

2040年
約7割

供供用用後後50年年以以上上経経過過すするる専専用用岸岸壁壁のの割割合合（（施施設設数数））

全全国国 三三大大湾湾

老朽化の進行により被災した岸壁のイメージ

　加速する港湾施設の老朽化

31

海・船の視点から見た港湾強靭化の推進

 東日本大震災の際、地震時に係留中だった船舶の５割余りが係留状態で津波を受け、船舶が陸上施設に被害を及ぼす事象などが発生。

 震災の教訓や巨大地震の切迫性等を踏まえ、津波発生時の港湾施設の被害軽減等に向け、令和２年６月に「海・船の視点から見た港湾強靭化
検討委員会」を設置し、令和３年３月、津波来襲時に船舶に起こり得るリスクの軽減に向けた対策を公表。

 今後、本とりまとめに基づき、津波を想定した港湾BCPの更なる充実化や、船舶の沖合退避の迅速化・係留避泊の安全性向上・衝突・乗揚げの
抑制の観点から、水域施設・係留施設に関する「港湾の施設の技術上の基準」の改訂等を行うことにより、港湾における更なる津波対策を推進。

東東日日本本大大震震災災のの際際のの船船舶舶のの被被災災状状況況

0

20

40

60

80

100

港内係留中 荷役作業中
仮泊中 洋上を航行中

海事局資料を参考に港湾局作成

船舶の岸壁への乗揚げ事例
（仙台塩釜港）

沖沖合合退退避避のの迅迅速速化化

係係留留避避泊泊のの安安全全性性向向上上

衝衝突突・・乗乗揚揚げげのの抑抑制制

 民有護岸の耐震化等による航路等の安全性確保
 防衝施設や乗揚げ・流出防止施設の整備

 出船係留の推奨
 津波・引き波から退避しやすい水域施設（航路・泊地等）の導入
 係留索解放の自動化（クイックリリース型係船柱等） 等

 津波を考慮した係船柱・防舷材の導入
 津波エネルギーを減衰する防波堤の延伸・嵩上げ
 船員等の人命を守る津波避難タワー等の整備 等

海海・・船船のの視視点点かからら見見たた港港湾湾強強靭靭化化にに向向けけたた主主なな施施策策

NNHHKK「「おおははよようう日日本本（（全全国国版版））」」にによよるる報報道道 ※※令令和和３３年年４４月月５５日日（（月月））００７７時時３３００分分頃頃放放送送

◆報道内容

• 東日本大震災では、係留中の船のうち５割余りの避難が間に合わず、岸壁に衝
突して施設を損傷させたほか、陸上に乗りあげるなど大きな被害が発生。

• 国交省では、震災後、地震の揺れに強い岸壁の整備などを進めてきたが、新た
に船による港への二次的な被害を軽減する対策をとりまとめた。

• とりまとめによると、津波警報が出たら船がすぐに港の外に避難できるよう、ふ
だんから港の外に向けて係留することが有効とのこと。

• また、船がぶつかることを想定し、岸壁や護岸に衝撃を和らげる設備や、岸壁に
船の乗り上げを防ぐための柵を整備するべきとしている。

• 国交省は設備面の対策には時間とコストがかかるとして、港のＢＣＰ（事業継続
計画）の改定など、ソフト対策にも力を入れることとしている。

地震発生時 津波来襲時

21％
（30隻）

43％
（62隻） 32％

（45隻）

54％
（76隻）

21％
（45隻）

4％（6隻） 6％（9隻）

5％（7隻）

4％（5隻）

係係留留状状態態ののまままま
津津波波にに遭遭遇遇

 東日本太平洋沿岸において、係留船舶の5割余りの避難が間に合わず、係留状態で
津波を受け、船舶が陸上施設に被害を及ぼす事象が発生。

30
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４４．．豊豊かかでで活活力力ああるる多多核核連連携携型型のの地地域域づづくくりり

〇　クルーズを安心して再び楽しめる環境づくり

　　・訪日外客数

　　・クルーズの安全・安心の確保に係る中間とりまとめ

　　・新型コロナウイルス感染症への対応（クルーズ・物流）

　　・水際・防災対策連絡会議の開催

〇　「みなと」を核とした魅力ある地域づくり

　　・みなとオアシスの概要

　　・みなとオアシス防災ネットワーク　

港湾における戦略的ストックマネジメントの推進

（（１１））予予防防保保全全型型維維持持管管理理へへのの転転換換 （（２２））既既存存スストトッッククをを活活用用ししたたふふ頭頭機機能能のの再再編編・・効効率率化化

施設の老朽化状況、利用状況、優先度等を考慮し

たうえで、港湾単位で予防保全計画を策定し、これに

基づいて計画的かつ効率的に改良工事を行うことに

より、ライフサイクルコストを抑制しつつ、個々の施設

の延命化を図る。

　既存ストックの統廃合、機能の集約化や必要なスペック
見直し等を図ることにより、効率的なふ頭へ再編する。

性
能

施設を供用できる性能限界

供用期間

施設の長寿命化
予防保全的な維持管理へ転換

改良工事

（コスト小）

当初のライフサイクル（設計供用期間）

抜本的な

更新工事

（コスト大）

施設の

性能劣化曲線

32

再再編編後後 完成自動車（集約） 交流拠点施設

一般貨物（集約）

一般貨物（集約）

上屋撤去
埋立（老朽化岸壁の廃止）

再再編編前前

完成自動車（点在）

一般貨物（点在）

完完成成自自動動車車とと
一一般般貨貨物物をを集集約約

（名古屋港金城ふ頭の例）
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　「クルーズの安全・安心の確保に係る検討・中間とりまとめ」の概要

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、世界中で船内感染の発生例が相次ぎ、我が
国においても、横浜（ダイヤモンド・プリンセス号）及び長崎（コスタ・アトランティカ号）に
おいて、多くの乗船者が感染する事案が発生

○ 国土交通省では、クルーズ船の利用者、寄港する港湾の関係者等の安全・安心の確保
に向け、感染症、危機管理等の専門家を含む有識者※からの意見を踏まえ、関係業界
によるガイドライン整備、その実効性を担保するための措置等について検討・整理

○ 令和２年９月１８日（金）の中間とりまとめの公表に合わせて、クルーズ船及び受入港の
感染症対策に関するガイドラインも公表

ⅠⅠ．．ダダイイヤヤモモンンドド・・ププリリンンセセスス号号等等事事案案のの検検証証ににつついいてて

○外務省等関係機関と連携し、国際海事機関（ＩＭＯ）における国際
 　ルール作りも視野に、クルーズ船の安全確保に向けた国際的な議
　 論を我が国が主導【継続検討】

ⅥⅥ　　国国際際的的ななルルーールル作作りりをを含含むむ主主導導的的役役割割ののあありり方方

○クルーズ船事業者（邦船社）が策定する手順書（マニュアル）の船舶
　 ガイドラインへの適合状況について、（一財）日本海事協会（ＮＫ）が　
　 認証を行う【短期的措置】
○邦船社については、海上運送法に基づく安全管理規程に感染症対
 　策（衛生管理規程（仮称））を追加すること、また、衛生管理規程を遵
　 守することを義務づけ【短期的措置】　

ⅤⅤ．．実実効効性性担担保保ののあありり方方ににつついいてて

 ⅣⅣ．．安安全全・・安安心心確確保保にに向向けけたた具具体体的的措措置置ににつついいてて
○国内クルーズの再開にあたり、「船舶ガイドライン」及び「港湾ガイド
 　ライン」に盛り込むべき措置
○港湾管理者等は、クルーズ船の寄港受入に際し、船舶及び港湾ガ
　 イドラインへの適合を確認するとともに、都道府県等の衛生主管部
 　局を含む地域の関係機関で構成される協議会等における合意を得
　 た上でクルーズ船を受け入れる
○船内で感染者が確認された場合には、次の寄港地での陸上隔離
 　等を実施後、速やかに下船港（発着港を基本）に向かう

 ⅢⅢ．．関関係係者者のの役役割割分分担担ににつついいてて
○クルーズ船の受入判断や有症者・感染者等への対応が求められる際に
　 は、クルーズ船事業者、検疫等の国の関係機関、港湾管理者や保健所
 　等を含む地方自治体との間で、課題の把握と対応を迅速かつ適切に行
　 える体制を構築
○クルーズ船の寄港に関わる関係機関間の対応訓練を実施
○国際クルーズにおける関係国、クルーズ船事業者が果たすべき役割分
　 担のたたき台を提示【継続検討】

ⅡⅡ．．ククルルーーズズのの再再開開ににああたたっってて

○第一段階：第三者認証取得等準備の整ったクルーズ船と受入港から、　
　 国内のショートクルーズをトライアルとして実施【短期的措置】
○第二段階：上記トライアル結果等を踏まえ、得られた知見をガイドライン
 　に逐次反映した上で、本格的に国内クルーズを実施【短期的措置】
○国際クルーズについては、水際対策や他国の安全・安心対策との調和
　 に留意し、ガイドラインの検討等所要の準備を進める【継続検討】

○船内の感染拡大について、ダイヤモンド・プリンセス号及びコスタ・アトラ　
　 ンティカ号事案において、国土交通省が課題、教訓とする事項　 を整理
○再発防止に向けて、船側に求められる措置、受入港湾側の措置、国土
　 交通省に求められる措置を整理

※有識者
　赤井伸郎（大阪大学大学院国際公共政策研究科教授）
　河野真理子（早稲田大学法学学術院教授）
　須野原豊（日本港湾協会理事長）
　高松正人（観光レジリエンス研究所代表(危機管理)）
　森隆行（流通科学大学教授）
　森重俊也（日本外航客船協会理事長）
　和田耕治（国際医療福祉大学大学院医学研究科教授）
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国際観光客到達数と訪日外客数の動向

◆「明日の日本を支える観光ビジョン（2016年3月30日）」　
22002200年年 22003300年年

44,,000000万万人人 66,,000000万万人人
（2015年の約2倍） （2015年の約3倍）

88兆兆円円 1155兆兆円円
（2015年の2倍超） （2015年の4倍超）

77,,000000万万人人泊泊 11億億33,,000000万万人人泊泊
（2015年の3倍弱） （2015年の5倍超）

22,,440000万万人人 33,,660000万万人人
（2015年の約2倍） （2015年の約3倍）

2211兆兆円円 2222兆兆円円
（最近5年間の平均から約5％増） （最近5年間の平均から約10％増）

外外国国人人リリピピーータターー数数

日日本本人人国国内内旅旅行行消消費費額額

訪訪日日外外国国人人旅旅行行者者数数

訪訪日日外外国国人人旅旅行行消消費費額額

地地方方部部ででのの外外国国人人延延べべ宿宿泊泊者者数数

○2030年における国際観光客到達数は、全世界で約18億人（欧州は約7.4億人）まで増加する見込み。
○2020年における各地域の訪日外客数の全体（412万人）に占める割合は、東アジアが約63%、東南アジア・インドが
約17%、欧米豪がわずか約14%（59万人）。

出典：国連世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）

9.4億人
（2010年）

5.3億人
（1995年）

2.8億人
（1980年）

　　アフリカ

　　中東

　　米州

　　アジア・大洋州

　　欧州

18億人
（2030年）

14億人
（2020年）

12億人
（2015年）

◆訪日外客数（2020年） ： 412万人

東アジア　　     ：　260万人
東南アジア+インド：　 72万人
欧米豪           ：   59万人
その他　　     　：   21万人

合計　　　       ：　412万人

　出典：日本政府観光局（ＪＮＴＯ）

7.4億人

5.4億人

2.5億人

◆国際観光客到達数の実績と見通し

5.9億人

2.9億人

2.0億人

2015

◆交通手段別インバウンド・ツーリズム2019シェア

空空路路（（５５９９％％））道道路路（（３３５５％％））

東アジア
63%

東南アジア

＋インド
18%

欧米豪
14%

その他
5%

韓国

中国

台湾

香港

タイ
シンガポール

マレーシア

インドネシア

フィリピン

ベトナム

インド

豪州

米国

カナダ

英国

フランス
ドイツ

イタリア ロシア
スペイン

その他

2020年1月～12月までの
累計は412万万人人
前年比87.1％％減少

出典：国連世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）

鉄鉄道道（（1％％））
航航路路（（5％％））
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港湾物流機能の維持のための新型コロナウイルス感染症に対する取り組み

37

コロナ禍において
発生した事案

○我が国の港湾は、貿易量の99.6％を取り扱う海上物流ネットワーク拠点として、新型コロナウィルス感染症がまん延し
　 ている状況下でも、港湾物流機能を維持することが重要。
○しかしながら、港湾において、感染症の流入により、船舶の長期停留、船舶の利用等への支障、感染拡大による港湾
　 荷役への影響等が懸念 （令和２年３月~令和３年３月まで４０件の事例）。
○そこで、港湾物流機能の維持等のため、「水際・防災対策連絡会議」の開催による関係者間の情報共有、連絡体制の
　 構築、港湾管理者が感染症ＢＣＰを作成する際に参考となる「港湾における感染症 ＢＣＰガイドライン」のとりまとめを
   行い、公表（令和3年4月8日）

新型コロナウイルス感染症で生じた事案による主な課題とその取り組み一覧

課題に対する主な取り組み

○クルーズにおける感染症対策の実施

○入港船舶の船員が感染またはその疑い
   がある場合の船舶受入機能の維持（長
   期停留による影響の軽減）

○港湾現場の事業者等の感染拡大の防止

○感染症対策の実施のための関係者間の　
   連絡体制の構築、実効性の確保
   (港湾管理者,海保,検疫,保健所,各地整等)

○船舶の受入時等の新たなルール作りの検討

○クルーズ船の安心・安全確保のための検討・
　 中間とりまとめ（R2.9月策定）
○感染症対策に必要な補助制度の創設等

○「「水水際際・・防防災災対対策策連連絡絡会会議議」」のの開開催催、、
      連連絡絡体体制制のの構構築築（（重重要要港港湾湾以以上上のの全全てて
      のの港港湾湾でで連連絡絡体体制制構構築築済済  RR33..33月月末末))　　　　　　　　　　　　　　  

○DP号の事案を踏まえた既存の国際法、国内
　 法の検証及び新たなルール作りの検討等 
  （外務省）　等

感染症に関する主な課題

○ダイヤモンドプリ
   ンセス号などク
   ルーズ船の乗客、
   乗員の感染(拡大)

○感染した船舶の
   長期停留
→船舶利用に支障

※　今後、必要に応じ上記以外の取り組みについても検討していく予定

○入港船舶の受入
   拒否
→船舶の漂流
　 船員交代難航

○港湾物流現場に
   従事する者等の
   感染拡大
→荷役等への影響

対
策

○船員交代を許可する国が限られており、長期間、
   下船できない船員が増加

○IMO第102回海上安全委員会にて「船員交代
  安全確保推奨枠組み」が合意

国
内
ク
ル
ー
ズ
再
開

港港
湾湾
物物
流流
のの
維維
持持
等等

　　
 
　

○ 「「港港湾湾ににおおけけるる感感染染症症BBCCPPガガイイドドラライイ
　　　　ンン」」取取りりままととめめ（（RR33..44月月公公表表））
○上記を踏まえ、重重要要港港湾湾以以上上のの港港湾湾
　　    ににおおいいてて、、「「感感染染症症BBCCPP」」策策定定のの推推進進　　

【港湾局関係】

【他局等】

　　　　　　　　　　　　　　　臨　港　地　区

クルーズ船

移動式ボーディングブリッジ

屋根付き通路
照明設備

植栽

老朽化した倉庫又は
危険物取扱施設等の移設又は撤去

待合設備 便所設備
荷物搬送
設備

旅客上屋等の改修

空調設備

荷物搬送機器

：クルーズ旅客の移動又は手荷物等の搬出入の円滑化に要する経費

：クルーズ旅客が利用する旅客上屋等の受入環境改善に要する経費

：クルーズ旅客の安全性の向上に要する経費 

補助対象経費のイメージ

　国土交通省では、クルーズ旅客の利便性や安全性の向上及び物流機能の効率化を図るための補助事業を実施しています。
令和２年９月に策定された「クルーズの安全・安心の確保に係る検討・中間とりまとめ（国土交通省海事局・港湾局）」及び「ク
ルーズ船が寄港する旅客ターミナル等における感染拡大予防ガイドライン（公益社団法人　日本港湾協会）」等を踏まえ、再
びクルーズを安心して楽しめる環境整備を推進するため、令和３年度の公募を実施します。

事業概要

■補助対象経費
 ・クルーズ旅客の移動又は手荷物等の搬出入の円滑化に要する経費
 ・クルーズ旅客が利用する旅客上屋等の受入環境改善に要する経費
 ・クルーズ旅客の安全性の向上に要する経費 
 

■補助対象者
　　地方公共団体（港務局を含む。）又は民間事業者

■事業スキーム

補

助

対

象

者

国

事業計画の申請

対象経費の１/３以内を補助
※※ 新新型型ココロロナナ感感染染症症のの感感染染防防止止対対策策等等にに
　　　　要要すするる経経費費にに限限りり１１/２２以以内内をを補補助助（（拡拡充充））

感染防止対策（例）※イメージ

検温設備
（サーモグラフィ）

隔離設備
（陰圧テント）

隔離設備
（コンテナハウス）

国際クルーズ旅客受入機能高度化事業/
国際クルーズ旅客受入機能高度化施設整備事業

バスやタクシー等

の駐車場※

防塵フェンス※

※国際クルーズ旅客受入機能高度化施設整備事業の対象事業
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･新居浜港
･土生港・立石港
･枝越港
･宇和島港
･八幡浜港
･三崎港

○みなとオアシスとは
・地域住民の交流や観光の振興を通じた地域の活性化に資する「みなと」を
核としたまちづくりを促進するため、平成15年に制度を設立
・国土交通省港湾局長が住民参加による地域振興の取り組みが継続的に行わ
れる施設を登録するもの

○みなとオアシスの担う役割
・地域住民、観光客、クルーズ旅客等の交流及び休憩
・地域の観光及び交通に関する情報提供
・その他（災害時の支援、商業機能 など）

○みなとオアシスの構成施設
 ・旅客施設、展望施設、多目的ホール
 ・観光案内施設
 ・駐車場、トイレ、津波避難タワー
 ・産地直売施設、レストラン など

○みなとオアシスの設置者・運営者
 ・地方公共団体（港湾管理者含む）
 ・NPO団体、協議会 など

瀬戸田港･
福山港･

尾道糸崎港･
(尾道/三原) 

忠海港･
竹原港･
小用港･
三高港･
広島港･

(宇品/坂)
蒲刈港･
厳島港･
 由宇港･
安下庄港･

徳山下松港･
（徳山/下松）
三田尻中関港･ ･小名浜港

･茨城港(大洗)
･佐野インランドポート
･千葉港
･木更津港
･川崎港
･横浜港
･横須賀港
･館山港
・興津港
・大磯港

 登録数 １４8箇所
（令和３年4月30日時点）

稚内港･
香深港･
沓形港･
鴛泊港･
紋別港･
網走港･
留萌港･
釧路港･

苫小牧港･
室蘭港･
函館港･
江差港･

･奈半利港
･手結港
･久礼港
･あしずり港
･宿毛湾港

岩船港･
新潟港･

(新潟/聖籠) 
両津港･

･大阪港
・阪南港
･深日港･淡輪港
･和歌山下津港
･新宮港
・古座港
･日高港

地域振興イベントの開催状況

標章
（シンボルマーク）

構成施設のイメージ

みなとオアシス所在港湾の一覧

 「みなとオアシス」の概要　～みなとを核とした魅力ある地域づくり～

魚津港･
伏木富山港･

（新湊/伏木）
小木港･
飯田港･
輪島港･

宇出津港･
穴水港･
七尾港･
福井港･
敦賀港･
和田港･

･沼津港
･田子の浦港
･清水港
･大井川港
･御前崎港
･三河港
･名古屋港
･津松阪港
･鳥羽港
･浜島港･賢島港

･本部港･水納港
･那覇港
･中城湾港

･徳島小松島港
･北浦港
･宇多津港 ･平良港

･石垣港

･大間港
･大湊港
･青森港
･休屋港
･八戸港
･久慈港
･宮古港
･船川港
･釜石港
･秋田港
･本荘港
・大船渡港
･酒田港
･加茂港
･鼠ヶ関港
･仙台塩釜港
（塩釜/仙台）比田勝港･

厳原港･
郷ノ浦港･
下関港･

北九州港･
大島港･
唐津港･
呼子港･
福江港･
長崎港･
口ノ津港･
別府港･
大分港･

津久見港･
富岡港･
牛深港･
古江港･
川内港 

　里港・長浜港 
細島港･
油津港･

鹿児島港･

鳥取港･
西郷港･
別府港･
来居港･
境 港･
東備港･
牛窓港･
宇野港･
笠岡港･
浜田港･

・

宮津港･
　 久美浜港･
 　　 伏見港･

神戸港･
（須磨/神戸）

姫路港･
相生港･
福良港･
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「水際・防災対策連絡会議」の開催について

38

• 港湾の水際・防災対策等について、平時より　関係
者で情報を共有・連携し、事前準備を進めるとともに、
非常時には関係者が連携して即座に対処するため、
各港で連絡会議を開催。　　　　　　　　　

　＜主な議題＞
　①感染症の疑いのある外航貨物船の来航時の対応
　②感染症まん延下における今後のクルーズ船への対応
  ③港湾等に来襲する想定を超えた高潮・高波・暴風対策
　④ヒアリ対策に関する情報提供
　⑤港湾における感染症BCPガイドラインの策定　　　　　　　　

【議事・議題説明】【会議開催状況】

【【港港湾湾関関係係団団体体】】
　　港運協会
　　倉庫協会
　　船社
　　水先人会
　　トラック協会
　　港湾関係建設団体　　等

【【医医療療関関係係者者】】
　 医師会
　 大学病院　等

【【市市・・町町】】
　　危機管理部局
　　港湾関係部局
　　保健福祉部局・医療部局
　　環境部局　　　　　　　　
　　消防局

【【都都道道府府県県】】
　　防災・危機管理部局
　　港湾関係部局　　　
　　保健医療部局
　　警察署

• 重要港湾以上の港湾97港及びクルーズ船を利用した
地方港湾4港において、同会議の開催。（計101港開催）

• 重要港湾以上の全港湾及び上記の地方港湾計129港
において関係者間の連絡体制構築済。

１１．．趣趣　　旨旨 ２２．．主主なな構構成成メメンンババーー

３３．．会会議議のの様様子子（令和2年9月7日開催　神戸港での様子）

４４．．開開催催状状況況

【【国国】】
　　財務省　税関
　　出入国在留管理庁
　　　出入国在留管理局
　　厚生労働省　検疫所
　　厚生労働省　地方労働局
　　農林水産省　動物検疫所
　　農林水産省　植物防疫所
　　環境省　地方環境事務所
　　陸上自衛隊
　　海上自衛隊
　　国土交通省 地方整備局
　　国土交通省 地方運輸局
　　海上保安庁

※事務局は地方整備局等、港に
　　よっては港湾管理者と共同。

（令和３年３月末現在）
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みなとオアシス防災ネットワークの構築

○地域住民の交流や観光の振興を通じた地域の活性化の拠点であるみなとオアシスを活用しつつ、一定の条
件を満たすみなとオアシスを災害発生時に復旧・復興の拠点として機能する「災害対応型みなとオアシス」と
して位置づけるとともに、これらをネットワーク化して、広域的な災害に対応可能な「みなとオアシス防災ネット
ワーク」を構築することで、港湾の防災機能の更なる向上を図る。

平平常常時時

耐耐震震強強化化岸岸壁壁

緑緑地地

情情報報提提供供施施設設（（屋屋上上避避難難
施施設設付付きき））

トトイイレレ((屋屋上上避避難難施施設設付付きき))

駐駐車車場場

浚浚渫渫土土砂砂をを活活用用ししたた高高台台

屋屋根根付付きき緑緑地地

臨臨港港道道路路

交交流流施施設設
（（屋屋上上避避難難施施設設付付きき））

災災害害復復旧旧資資材材（（砕砕石石））

災災害害時時

災災害害派派遣遣部部隊隊のの拠拠点点

災害復旧資材の積み出し

ベベーーススキキャャンンププ

救救援援物物資資荷荷ささばばきき地地

写真は平成19年中越沖地震
の際の柏崎港の状況

災災害害対対応応型型みみななととオオアアシシススののイイメメーージジ

「みなとオアシス防災ネットワーク」のイメージ みなとオアシスを活用した防災訓練のイメージ

「災害対応型みなとオアシス」から
被災地へ支援

：被災地

防防災災倉倉庫庫
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